
Ｈ－０６４  気候変動に対処するための国際合意構築に関する研究（H18～H20） 
 
＜研究課題代表者＞ 
独立行政法人国立環境研究所地球環境研究センター 主任研究員  亀山 康子 

 
＜研究参画者の所属機関＞ 
国立環境研究所、東京工業大学、兵庫県立大学、龍谷大学、早稲田大学、地球環境戦略研究機
関 

 
＜研究の概要（背景、目的、内容）＞ 

京都議定書では、2008-2012年の５年間に関して先進国等（附属書Ｉ国）の排出量目標を設定
しているが、2013年以降の目標値に関しては今後の交渉に委ねられている。しかし、今後は、
米国の京都議定書不参加問題への対処、及び、途上国に対してもなんらかの排出抑制を義務づ
けていく必要があることから、本交渉は難航が予想されている。実際に、将来に関する政府間
協議の開始がCOP13(2007年)に合意され2008年から本格的な交渉が開始したが、現時点では今
後の交渉の行方がまったく予想できない状況にある。 

当研究は、2013年以降の国際的取組みのあり方に関して、望ましい国際制度のあり方、その
ような国際制度に至る国際交渉プロセスのあり方、そして、気候変動枠組条約の外で着手され
ているさまざまな国内外の活動と枠組条約との整合性の取り方、等について検討し、2013年以
降の国際的取組みの包括的指針を提示することを目的とする。 
 

＜研究終了時の達成目標＞ 
・京都議定書第一約束期間終了後における国際枠組みのあるべき姿が提示される。 
・上記国際枠組みに対して、最終的に国際合意が得られるための交渉プロセスや、その他手続き

に関して、具体的に提案が示される。 
・あるべき将来枠組みに達成するために、現行の京都議定書において、改正が必要な点、あるい

は、廃止しても問題が生じない項目、等について示唆が与えられる。 
・上記のような国際制度構築を目指して、我が国がとるべきポジションや、我が国が国内政策と

していち早く導入しておくべき措置が明示される。 
・短期的な国際制度と長期目標（枠組条約２条に掲げられた、気候変動抑制の究極目標）との関

連性が議論される。 
 

＜平成18年度実績（23,192千円）＞ 
・京都議定書発効後における各種制度（排出量取引制度や森林吸収量カウント方法等）の動向を

把握し、今後も継続が必要か、改善が必要か、等について検討した。 
・京都議定書発効後における主要国の国内動向を把握し、京都議定書に関する支持・不支持、将

来枠組みに関する意識等について調査した。 
・ＥＵ域内排出量取引制度や、アジア太平洋パートナーシップ等、国連下の国際合意以外の地域

的な取組みの動向を調査し、このような一部地域の取組みと国連下の合意の関連性を検討した。 
 
＜平成19年度実績（22,032千円）＞ 
・京都議定書の改正点等をとりまとめると同時に、将来あるべき国際枠組みについて具体的な検

討を行った。 
・あるべき将来枠組みに至るための国際交渉プロセスに関して、現状の実際の交渉の進展とも比

較しつつ、手続きの可能性を提示した。 
・多様な地域的取組みが国際合意に貢献するためのリンク方法を検討した。 
 
＜平成20年度計画（24,015千円）＞ 
・2013年以降の国際制度に関して、具体的なあるべき姿を提示する。 
・国際合意に至るための国際交渉プロセスについて、具体的な方策を提示する。 
・上記に提示した国際制度が中長期的に気候変動抑制の実現につながるための条件やその場合の

効果等に関する評価を提示する。 
・地域的な取組みが全ての国が参加する枠組みに連結する可能性について明らかにする。 
 
＜国外の協力・連携機関、研究計画名＞ 

連携機関：ペランギ（インドネシアの政策研究所） 
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本研究計画の概要

現実の動向：気候変動対策に関する国際交渉の流れ 
 

京都議定書第一約束期間の実施 

IPCC AR4 (WG3） 

2013年以降の枠

組み開始 

2006 年 

研究実施期間 

アプローチ１：京都議定書および将来枠

組みの制度（What）に関する研究 
アプローチ２：合意に至る交渉プロセス

（How）に関する研究 

制度の実効性、必要性、継続性、に関する研究 
- 京都議定書で承認された制度 
・国際排出量取引制度（サブ２） 
・遵守手続き（サブ３） 
・森林吸収源の扱い（サブ４） 
・インベントリー作成方法（サブ１） 
- 京都議定書では承認されていないが今後検討が必要な制度

・将来枠組み全般（サブ１） 
・適応措置（サブ１） 

国が国際合意に至るためのプロセスに関する研究/ 
国（政府）および国内アクター（産業界や NGO 等）の動向 
・欧州、米国、その他先進国（サブ５） 
・途上国（サブ５と６） 
・アジア地域（サブ６） 
UNFCCC 下の多国間合意に並行する他のタイプの国際合意

に関する分析（サブ５と６） 
・産業界の動向 
・技術開発、実用化、移転、普及 

2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年

IPCC AR5 (WG3） 

2013 年以降の枠組みに関する交渉（3 条 9 項関連のみ開始。枠組条約下では意見交換のレベル）

2013 年以降の枠組みに関する非公式の議論 

2013 年

アウトカム（研究の政策貢献）
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